
0.1 1 10 100 1,000 1万 10万

1件当たりの死者数（人）

10万分の1

1万分の1

0.001

0.01

0.1

1

10

年間発生頻度（1人以上の死者）（件）

嵐
洪水

飛行機事故

火災

塩素ガス事故

ダム決壊

スリーマイル島事故

チェルノブイル事故

隕石落下

原子力事故
（ラスムッセン報告）

火山爆発

地震

出典：J.H.FREMLIN,「Power Production～WHAT ARE THE RISKS?」Oxford University Press (1987)
　　　　「発電システムの健康リスク　石炭から未来エネルギーまで　そして原料採掘から廃棄物処分まで」A.F.フリッチェ他
（出所）日本原子力学会編「原子力がひらく世紀」

２０．世界の大規模災害における被害規模と発生頻度
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正確な情報が得られている

32.8

1.1 7.4

46.0

7.7 5.0

そう思う

ややそう思う

あまりそうは思わない

そうは思わない

わからない

不明

知りたい情報が得られている

36.1 42.1

1.2 7.7 7.6 5.2

そう思う

ややそう思う

あまりそうは思わない

そうは思わない

わからない

不明

情報が公開されている

41.0 36.3

2.6

11.9

4.7 3.4

そう思う

ややそう思う

あまりそうは思わない

そうは思わない

わからない

不明

回答者数：1549人

○どの項目も、「そう思う」「ややそう思う」の割合が低い。

回答者数：1549人

出典：第１２回エネルギーに関する世論調査 調査結果報告書
　　　　(平成１１年３月：財団法人 社会経済生産性本部)

回答者数：1549人

(注)：政令指定都市及び東京２３区の調査結果を示す。

(注)：政令指定都市及び東京２３区の調査結果を示す。

(注)：政令指定都市及び東京２３区の調査結果を示す。

２１．原子力に関する情報公開状況

- 48 -



3.7

3.1

5

9.7

5.9

9.6

13

9.2

5.5

10.4

6.6

13

55.2

74.6

2.1

2.5

2.8

6.5

7.2

7.9

9.8

10.4

12.5

21.9

22.1

24.9

67.3

82.5

0 20 40 60 80 100

その他

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾊﾟｿｺﾝ通信

集会・講演会

政府のパンフレット

ラジオ番組・ＣＭ

自治体の広報誌

書籍

発電所などの展示館

新聞広告

雑誌・週刊誌

テレビＣＭ

電力会社のパンフレット

テレビ番組

新聞記事

情報源

信頼できる情報源

原子力に関する情報源・信頼できる情報源

○「新聞記事」と「テレビ番組」は、利用度及びその信頼性において群を抜いている。
○「テレビ番組」、「電力会社のパンフレット」、「テレビＣＭ」、「雑誌・週刊誌」等では、
    利用度に比べ信頼性が低い傾向にある。
○「書籍」、「自治体の広報誌」、「政府のパンフレット」等については、利用度に比べ
   信頼性が高い傾向にある。

(注)：政令指定都市及び東京２３区の調査結果を示す。
出典：第１２回エネルギーに関する世論調査 調査結果報告書(平成１１年３月：財団法人 社会経済生産性本部)

(%)

２２．原子力に関する情報源
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原子力発電に対する関心度　　×　　地域別

原子力発電に対する必要性　　×　　地域別

２３．電力の生産地域と消費地域との２３．電力の生産地域と消費地域との２３．電力の生産地域と消費地域との２３．電力の生産地域と消費地域との
コミュニケーションの現状コミュニケーションの現状コミュニケーションの現状コミュニケーションの現状

41.0
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ま
あ
ま
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関
心
が
あ

る ど
ち
ら
と

も
い
え
な

い か
な
り
関

心
が
な
い

全
く
関
心

が
な
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わ
か
ら
な

い 不
明

か
な
り
関

心
が
あ
る

全　　体

政令指定
都市

立地地域

居
住
都
市

原子力発電に対する関心度

ｎ

1986

1549

 437

30.7

27.0

27.8

40.3

36.2

37.1

13.5

15.8

15.3

10.0

9.9

9.6

2.7

4.5
4.1

1.8

4.3
3.8

1.4

2.1

1.9

ど
ち
ら
か

と
い
え
ば

必
要

ど
ち
ら
と

も
い
え
な

い ど
ち
ら
か

と
い
え
ば

不
要

不
要
で
あ

る わ
か
ら
な

い 不
明

必
要
で
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る

全　　体

政令指定
都市

立地地域

居
住
都
市

原子力発電に対する必要性

ｎ

1986

1549

 437

（出典：「第１２回エネルギーに関する世論調査 調査結果報告書」（財）社会経済生産性本部1999年３月）
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出典：通商産業省資源エネルギー庁「豊かな暮らしに向けて」を基に作成

《電源三法交付金》《電源三法交付金》《電源三法交付金》《電源三法交付金》

原
子
力
立
地

電源立地特別交付金 ●家庭及び企業、事業所等に給付金を交付

電源立地促進対策交付
金

電源立地等初期対策交
付金

電源地域産業育成支援
補助金

その他

●上下水道、道路、漁港等の基盤整備運営
●学校、ゴミ処理場等の整備・運営　他

原子力発電施設等立地
地域長期発展対策交付金

原子力発電施設等立地
地域産業振興特別交付金

●企業導入・産業近代化
●福祉対策
●企業に対する補助
●地方公共団体等が行う工業団地の
　 整備に対する支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等電源地域振興促進事業費

補助金

電源地域工業団地造成
利子補給金

●調査・広報等事業
●水産振興対策事業
●福祉施設等整備・運営事業
●市町村事業
●地域振興のための調査事業等
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に
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す
る
多

様
な
支
援
策

原子力発電所立地に伴う地域振興策原子力発電所立地に伴う地域振興策原子力発電所立地に伴う地域振興策原子力発電所立地に伴う地域振興策

電源立地と交付金タイムテーブル電源立地と交付金タイムテーブル電源立地と交付金タイムテーブル電源立地と交付金タイムテーブル

２４.地域振興

電源立地スケジュール

1.電源立地促進対策交付金

2.電源立地特別交付金

4.電源地域振興促進事業費補助金

5.電源立地初等対策交付金

6.原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金

7.原子力発電施設等立地地域産業振興特別交付金

8.電源立地推進調整等委

9.電源地域工業団体造成利子補給金
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進
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要
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指
定
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査
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ら
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年

3.電源地域産業育成支援補助金

託費
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